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子どもの被害防止：現状の問題点

h実態把握ができていない

4警察統計は氷山の一角、しかし代替指標はない

4自主防犯活動の全体像を誰も知らない

h『何が役立つか』がわかっていない

4効果測定のための指標・尺度がない

4厳密なデザイン（例：ランダム割付実験）による評価研究
がない

4そもそも、その必要性が認識されていない

→ 研究面では・・・「新技術」の「実証実験」に偏りがち

→ 実践現場では・・・「実施主体によって内容がまちまち」

最大の問題＝「この分野はこんなもの」という決めつけ？
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欧米では：犯罪学の教科書に・・・

出典： Siegel, L. J. 1986. Criminology. West Publishing Company.
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米国の“Measures of Crime”
h Official Statistics:

4 Uniform Crime Report (UCR)
4 FBIによる犯罪統計。日本の警察庁による「平成○○年の犯

罪」に相当。

h Victimization Surveys:
4 National Crime Victimization Survey (NCVS)
4 全米から世帯単位でサンプリングされた12歳以上の人が対象。

4 サンプル数：43,000世帯に住む77,750人(1999調査)。
4 半年ごとに１／６を入れ替えて継続。1973年から。

h Self-report Surveys
4 例：“National Youth Survey”

☆“Sourcebook of Criminal Justice Statistics”
4 米国の刑事司法関係の公的統計を集約。

4 ニューヨーク州立大学オーバニー校で編集。1973年から。
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“NCVS Online”
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評価研究に関しては・・・

h 『科学的根拠に基づく犯罪
予防』 (2002)
4 “Preventing Crime: What 

Works?” (1997)を拡充

4 米国・英国の600以上の
防犯施策の評価研究を
レビュー

4 何が有効か (“What 
works?”)に関する科学的
知識を、政策決定者に理
解可能な形で提示

Sherman, L. W., D. Gottfredson, et al. (1997). 
Preventing Crime: What Works, What 
Doesn't, What's Promising. Washington, 
D.C., National Institute of Justice, U.S. 
Department of Justice.

Sherman, L. W., D. P. Farrington, et al., Eds. 
(2002). Evidence-Based Crime Prevention. 
London, England, Routledge.



「メリーランド式科学的方法尺度」

h レベル１：
4 一つの時点における予防プログラムと犯罪の測定指標との相関を検討

しているもの

h レベル２：
4 あるプログラムの導入前と導入後の犯罪の測定指標を検討しているが、

これと比較可能な対照条件のないもの

h レベル３：
4 実験条件と、それと比較可能な対照条件のもとでの、プログラムの導入

前と導入後の犯罪の測定指標を検討しているもの

h レベル４：
4 複数の実験・対照単位で、犯罪に影響するその他の変数を統制した上で、

プログラムの導入前・後の犯罪の測定指標を検討しているもの

h レベル５：
4 実験条件・対照条件への調査単位の無作為な割り当てを行っているもの

出典： Sherman, L. W., D. P. Farrington, et al., Eds. (2002). 
Evidence-Based Crime Prevention. London, England, Routledge.



キャンベル協同計画
h“Evidence-based Social Policy”の基盤

4医学おける「コクラン協同計画（”the Cochrane 
Collaboration”）」
に範をとる

4介入効果の評価
研究の系統的
レビューを実施

h刑事司法グループ
4米国ペンシルベニ

ア大学ジェリー・
リー犯罪学センター
に拠点

4 Wwwサイトはオー
ストラリア犯罪研究
所に設置

http://www.aic.gov.au/campbellcj/
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登録ずみプロトコルの例（犯罪予防関係）

h 薬物に対する法執行戦略
(Mazerolle, 2005)

h 対人犯罪についての対面による修復的司法
(Strang and Sherman, 2004)

h 近隣警戒
(Bennett, Farrington and Holloway, 2003)

h 街頭モニタカメラ
(Welsh and Farrington, 2003)

h 街灯の改善
(Welsh and Farrington, 2003)

h 銃器の不法所有・所持を減らすための警察の戦略
(Koper, 2003)

h 犯罪のホットスポットでの警察活動
(Braga, 2003)

http://www.aic.gov.au/campbellcj/reviews/published.html
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防犯カメラの犯罪防止効果

公共交通機関： 矛盾をはらむ結果； 駐車場： 有意な犯罪減少効果

Source: Farrington, D. P., and B. C. Welsh.  Crime Prevention Effects of Closed Circuit Television: a Systematic 
Review.   Home Office Research Study 252: Home Office Research, Development and Statistics 
Directorate, 2002.



11

小学校児童殺傷事件：モニタカメラで防げたか？

何分間のできことだったか

１０：１５ 犯人が学校へ侵入

１０：１９ 教師が犯人を取り押さえる

警察・救急への通報は

１０：１８ １１０番通報（教師）

１０：２０ １１９番通報（教師・生徒が駆け込んだスーパー）

１０：２３ 警察からの救急車要請

警察の「レスポンスタイム」は、平均６～７分

→ 警察が急行しても被害は防げない

人命救助のための通報が後手に回った

当時はもっぱら「学校の安全」・・・今は？
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「子ども110番の家」：行ける所にあるか？

すきまの発生への懸念

小学校から500メートルの範囲内の「子ども110番の家・店」の数
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「被害・危険体験」調査
スクリーニング質問 詳細質問
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行動圏調査

直近の平日について、
放課後の行動の経路
を時系列的に尋ねる

白地図に番号+矢印

線で記入

1人だった所にマーキ

ング
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調査結果から：類型別被害率
（小学校入学時以降延べ）

１～２割程度の児童が経験

「子どもの犯罪被害」のイメージと必ずしも一致しない？

0% 2% 4% 6%

追いかけ：追いかけられたり、後をつけられた

暴力：叩かれたり、物をぶつけられたり、手をつかまれた
り、体を触られた

盗難：知らないうちに、持ち物が盗まれた

その他：その他の怖いことや嫌なことをされた

誘い：甘言（買ってあげる、ついてこないか、車に乗らない
か）、連れ出し

ひったくり：物やお金をひったくられたり、無理やり取りあげ
られた

痴漢：エッチなことを言われたり、はずかしいものを見せら
れた

被
害
類
型

被害率
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下校時と帰宅後外出

下校時と、帰宅してからの外出を比較
トリップ数（2,701 対 3,205)
トリップ長（404m 対 436m）

単独行動の割合増える

下校時に特化した現行防犯活動の問題点示唆
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これからの防犯対策のために

外国のモノマネは不可

犯罪は社会現象。

法律・制度・文化などの異なる外国での知見の
直輸入は危険。

「わが国では何が有効か」を検証

欧米で有効性が示されたものを手始めに、

（施策実施地区・対照地区）×（事前・事後）
のデザインによる、

実証的評価研究を実施。
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問い合せ・連絡先：
科学警察研究所 犯罪行動科学部 犯罪予防研究室

04-7135-8001（内）2641（犯罪予防研究室）
harada@nrips.go.jp; takajin@nrips.go.jp; saitoht@nrips.go.jp
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